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令和３年度春日市当初予算の概要 

春日市経営企画部財政課 

◆ 令和３年度春日市当初予算における各会計の予算額は、以下のとおりです。

（単位：千円） 

（本年度予算額） （対前年度※１増減率） 

一般会計・・・・・・・・・・・・ ３４，４０３，７３５ △３．６％

国民健康保険事業特別会計・・・・・ ９，６４５，４６０ △１．９％

後期高齢者医療事業特別会計・・・・ １，５０４，９８９   ＋４．１％ 

介護保険事業特別会計・・・・・・・ ７，３５１，９３３ ＋５．８％ 

下水道事業会計※２・・・・・・・・・ ３，９５４，１７７  ＋１４．５％ 

（ 全 会 計 合 計※３）・・・ ５６，８６０，２９４ △０．９％

※１ 本資料において、「対前年度」とは特段の断りがない限り、「令和２年度当初予算」との比較を指します。

※２ 下水道事業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額です。

※３ 全会計合計は、一般会計及び３特別会計の予算額の合計に、下水道事業会計の収益的支出と資本的支出の合

計額を加えた額です。

◆ 令和３年度春日市一般会計の当初予算は、３４，４０３，７３５千円（対前年度△１，

２７３，４７８千円、△３．６％）となっています（表①参照）。 

（歳入） 

 自主財源の要である市税は、新型コロナの影響による個人所得等の減を考慮した個人市

民税の減額を見込んでいます。また、固定資産税についても据置き及び軽減措置が実施さ

れることから減額を見込み、市税全体では前年度比で５．６％の減となっています。 

 実質的な地方交付税（地方交付税及び臨時財政対策債の合計）については、国の地方財

政計画を踏まえ、前年度比で１１．４％の増を見込んでいます。 

（歳出） 

 小学校施設や市営住宅をはじめとする老朽化した公共施設の大規模改修事業等による普

通建設事業費の減、市債元金償還金の減に伴う公債費の減及び会計年度任用職員の給与費

の減に伴う人件費の減等により、前年度比で減額となりました。 

２ 一般会計予算総括 

１ 当初予算総括 
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＜表① 一般会計当初予算額の推移＞         （単位：千円） 

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 

Ｈ２７ ３４，０８８，４６３ ＋２，４７４，３３０（＋７．８％） 

Ｈ２８ ３１，４６１，４７９ △２，６２６，９８４（△７．７％） 

Ｈ２９ ３１，８１２，２８８ ＋  ３５０，８０９（＋１．１％） 

Ｈ３０ ３２，８６７，５２６ ＋１，０５５，２３８（＋３．３％） 

Ｒ０１ ３３，３３４，３２１ ＋  ４６６，７９５（＋１．４％） 

Ｒ０２ ３５，６７７，２１３ ＋２，３４２，８９２（＋７．０％） 

Ｒ０３ ３４，４０３，７３５ △１，２７３，４７８（△３．６％ 

 

 

 

 

◆ 一般会計当初歳入予算の主な項目の増減は、以下のとおりです。   （単位：千円） 

 本年度予算額 対前年度増減額（増減率） 

（１）市 税 １２，５４１，８８５ △７４３，７０１（△ ５．６％） 

（２）実質的な地方交付税※４ ５，７１２，７８０ ＋５８５，４２０（＋１１．４％） 

（３）市 債 ２，６７６，８００ △１２２，０００（△ ４．４％） 

※４ 地方交付税と臨時財政対策債の予算額の合計です。 

 

（１）市税 

 市税は、基幹的な税目の動きとして、個人市民税及び固定資産税の減額を見込んだ結果、

１２，５４１，８８５千円（対前年度△７４３，７０１千円、△５．６％）となり、３年

ぶりに減収を見込んでいます。 

 このうち、市税の約半分を占める市民税において、個人市民税については、新型コロナ

の影響による個人所得等の減を見込み、６，００１，１１１千円（対前年度△２８１，２

５８千円、△４．５％）、法人市民税についても、３６８，２３９千円（対前年度△１６４，

７６５千円、△３０．９％）と減を見込んでいます（表②及びグラフ①参照）。 

 また、固定資産税については、評価替の年となるため、例年であれば増収が見込まれる

ところですが、新型コロナ対策として、固定資産税の据置き及び軽減措置が実施されるこ

とから、４，６５７，５１２千円（対前年度△２８６，８３４千円、△５．８％）と減収

を見込んでいます（現年度課税分について、表③及びグラフ②を参考までに掲載）。なお、

軽減に伴う減収分については、地方特例交付金にて財源措置（２９２，８５３千円）され

ることとなっています。 

 その他、軽自動車税については、２００，５０３千円（対前年度△７，０９１千円、△

３．４％）と減収を見込んでいます。 

３ 歳入予算の主な内訳 
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・個人市民税 ６，００１，１１１千円（対前年度△２８１，２５８千円、△ ４．５％） 

・法人市民税   ３６８，２３９千円（対前年度△１６４，７６５千円、△３０．９％） 

・土地   １，９１２，０２１千円（対前年度△  ３，３９５千円、△ ０．２％） 

・家屋   ２，４３６，４３８千円（対前年度△１９７，３７３千円、△ ７．５％） 

・償却資産   ２７３，９４２千円（対前年度△ ７８，５０４千円、△２２．３％） 

＜表② 市民税（個人・法人）の推移＞       （単位：千円） 

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 

Ｈ２７ ６，１６３，８８０ ＋ １４，５２２（＋０．２％） 

Ｈ２８ ６，３４６，４７０ ＋１８２，５９０（＋３．０％） 

Ｈ２９ ６，５４１，６３３ ＋１９５，１６３（＋３．１％） 

Ｈ３０ ６，４５９，９８９ △ ８１，６４４（△１．２％） 

Ｒ０１ ６，６９０，３８９ ＋２３０，４００（＋３．６％） 

Ｒ０２ ６，８１５，３７３ ＋１２４，９８４（＋１．９％） 

Ｒ０３ ６，３６９，３５０ △４４６，０２３（△６．５％） 

 

 

 

＜グラフ① 市民税（個人・法人）の推移（当初予算額）＞ 

 
＜表③ 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移＞※現年課税分のみ 

                        （単位：千円） 

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）  

Ｈ２７ ４，５３５，６７１ ＋ ７７，５８４（＋１．７％） ←評価替年度 

Ｈ２８ ４，５９７，９５４ ＋ ６２，２８３（＋１．４％）  

Ｈ２９ ４，７０３，７７９ ＋１０５，８２５（＋２．３％）  

Ｈ３０ ４，７５９，９４７ ＋ ５６，１６８（＋１．２％） ←評価替年度 

Ｒ０１ ４，８１６，３４２ ＋ ５６，３９５（＋１．２％）  

Ｒ０２ ４，９０１，６７３ ＋ ８５，３３１（＋１．８％）  

Ｒ０３ ４，６２２，４０１ △２７９，２７２（△５．７％） ←評価替年度（据置措置有） 
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・地方交付税   ３，８３５，３８０千円（対前年度△１６１，４８０千円、△ ４．０％） 

・臨時財政対策債 １，８７７，４００千円（対前年度＋７４６，９００千円、＋６６．１％） 

＜グラフ② 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移（当初予算額）＞※現年課税分のみ  

 

 

（２）実質的な地方交付税 

 実質的な地方交付税の総額は、５，７１２，７８０千円（対前年度＋５８５，４２０千

円、＋１１．４％）となり、地方交付税は減、臨時財政対策債は増を見込んでいます（表

④及びグラフ③参照）。 

 地方交付税が減となったのは、実質的な地方交付税のうち臨時財政対策債振替相当額が

大幅に増額されたことが主な要因です。 

 また、臨時財政対策債の大幅な増は、令和３年度地方財政計画における国の見込を反映

した結果です。 

 

＜表④ 実質的な地方交付税の推移＞                （単位：千円） 

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 地財計画増減率 

Ｈ２７ ５，１７１，９７６ △３７４，４３２（△ ６．８％） △ ５．３％ 

Ｈ２８ ５，１０５，７５２ △ ６６，２２４（△ １．３％） △ ３．８％ 

Ｈ２９ ５，３０４，５６９ ＋１９８，８１７（＋ ３．９％） △ １．０％ 

Ｈ３０ ５，２９５，７２２ △  ８，８４７（△ ０．２％） △ １．９％ 

Ｒ０１ ５，１０４，０８７ △１９１，６３５（△ ３．６％） ＋ １．１％ 

Ｒ０２ ５，１２７，３６０ ＋ ２３，２７３（＋ ０．５％） ＋ １．５％ 

Ｒ０３ ５，７１２，７８０ ＋５８５，４２０（＋１１．４％） ＋ ５．１％ 
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＜グラフ③ 実質的な地方交付税（地方交付税・臨時財政対策債）の推移（当初予算額）＞ 

 

 

（３）市債 

 市債（起債額）は、２，６７６，８００千円（対前年度△１２２，０００千円、△４．

４％）となり、４年ぶりに減額となりました（表⑤及びグラフ④参照）。 

 これは、市営住宅建設事業費の減に伴う起債額の減額及び小中学校の大規模改修等に伴

う起債額の皆減が主な要因です。 

令和３年度末の市債現在高は、２８，３１５，７４１千円（対前年度末残高（決算見込）

＋３３４，６７４千円、＋１．２％）で、２年連続で増加する見通しです（グラフ⑤参照）。 

また、市債残高全体における臨時財政対策債の残高が占める割合は５８．１％となって

います。 

 ＜表⑤ 起債予定事業＞                   （単位：千円） 

事 業 名 起債予定額 構成比（％） 

一般会計出資債 １１，２００ ０．４ 

連続立体交差事業 １２４，４００ ４．７ 

市営住宅建設事業 ２８１，９００ １０．５ 

道路ストック長寿命化補修事業 ４１，６００ １．６ 

温水プール大規模改修事業 ３４０，３００ １２．７ 

臨時財政対策債 １，８７７，４００ ７０．１ 

【合  計】 ２，６７６，８００ １００．０ 
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＜グラフ④ 起債額の推移（当初予算額）＞ 

＜グラフ⑤ 年度末市債現在高の推移（決算（見込）額）＞ 

※令和元年度までは決算額。令和２年度及び令和３年度は決算見込額です。
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（４） 本市の主な一般財源比較表　
（単位：千円、％）

R01年度

増減額 増減率 増減額 増減率

① ② ③ ④(③-①) ④/① ⑤(③-②) ⑤/②

13,372,819 13,285,586 13,373,653 12,541,885 △ 743,701 △ 5.6 △ 831,768 △ 6.2

192,189 207,287 192,092 185,987 △ 21,300 △ 10.3 △ 6,105 △ 3.2

地方揮発油譲与税 48,457 47,748 47,748 43,540 △ 4,208 △ 8.8 △ 4,208 △ 8.8

自動車重量譲与税 139,552 150,657 135,462 133,565 △ 17,092 △ 11.3 △ 1,897 △ 1.4

森林環境譲与税 4,180 8,882 8,882 8,882 0 0.0 0 0.0

2,166,708 2,246,492 2,313,789 2,307,599 61,107 2.7 △ 6,190 △ 0.3

利子割交付金 10,522 7,357 7,357 7,708 351 4.8 351 4.8

配当割交付金 60,315 50,419 50,419 48,250 △ 2,169 △ 4.3 △ 2,169 △ 4.3

株式等譲渡所得割交付金 36,803 27,833 27,833 50,990 23,157 83.2 23,157 83.2

法人事業税交付金 0 36,671 36,671 28,933 △ 7,738 △ 21.1 △ 7,738 △ 21.1

地方消費税交付金 1,743,162 2,040,613 2,055,637 2,039,277 △ 1,336 △ 0.1 △ 16,360 △ 0.8

自動車取得税交付金 36,722 0 0 0 0 0.0 0 0.0

環境性能割交付金 11,275 21,907 14,589 11,204 △ 10,703 △ 48.9 △ 3,385 △ 23.2

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

2,552 2,552 2,552 2,506 △ 46 △ 1.8 △ 46 △ 1.8

地方特例交付金 265,357 59,140 118,731 118,731 59,591 100.8 0 0.0

5,165,341 5,127,360 4,870,944 5,712,780 585,420 11.4 841,836 17.3

普通交付税 3,646,241 3,687,397 3,485,581 3,533,345 △ 154,052 △ 4.2 47,764 1.4

特別交付税 346,300 309,463 309,463 302,035 △ 7,428 △ 2.4 △ 7,428 △ 2.4

臨時財政対策債 1,172,800 1,130,500 1,075,900 1,877,400 746,900 66.1 801,500 74.5

20,897,057 20,866,725 20,750,478 20,748,251 △ 118,474 △ 0.6 △ 2,227 0.0

区　　 分

R02年度 R03年度

決　算　額
当初予算額 3月補正後額 当初予算額

対前年度当初 対前年度3月補正後

１ 市税

２ 地方譲与税

(1)

(2)

(3)

３ 交付金等

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

４ 実質的な地方交付税

(1)

(2)

(3)

合　　　　　　計

（参考）実質的な地方交付税の年度別内訳表（～R02）　※数値は全て決算（見込）額です。

（単位：千円・％）

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 3月補正後額 増減率

(1) 普 通 交 付 税 3,935,478 3.0 3,723,633 △ 5.4 3,768,869 1.2 3,691,465 △ 2.1 3,646,241 △ 1.2 3,485,581 △ 4.4

(2) 特 別 交 付 税 393,879 △ 0.5 371,507 △ 5.7 348,733 △ 6.1 365,147 4.7 346,300 △ 5.2 309,463 △ 10.6

(3) 臨時財政対策債 1,470,100 △ 5.2 1,240,900 △ 15.6 1,000,000 △ 19.4 1,371,000 37.1 1,172,800 △ 14.5 1,075,900 △ 8.3

合　　　計 5,799,457 0.5 5,336,040 △ 8.0 5,117,602 △ 4.1 5,427,612 6.1 5,165,341 △ 4.8 4,870,944 △ 5.7

H29年度H28年度 R01年度H27年度 H30年度 R02年度
区　　　分

- 7 -



 

 

◆ 一般会計当初歳出予算を性質別に分類した場合、義務的なもの、投資的なもの及びそ

の他の経費の増減は、以下のとおりです。              （単位：千円） 

当初予算額      対前年度増減額（増減率） 

（１）義務的経費  １８，４７６，８７２     △２０，９６０（△ ０．１％） 

（２）投資的経費   ３，３０６，０５４  △１，６５２，３７６（△３３．３％） 

（３）その他の経費 １２，６２０，８０９    ＋３９９，８５８（＋ ３．３％） 

 

（１）義務的経費（人件費、扶助費、公債費） 

 義務的経費は、１８，４７６，８７２千円（対前年度△２０，９６０千円、△０．１％）

となっています（表⑥及びグラフ⑥参照）。 

 これは、会計年度任用職員に係る給料等の減及び償還元金及び利子が減となることに伴

う公債費の減が主な要因です。 

 なお、扶助費については、歳出予算に占める割合が３割を超えており、依然として増加

の一途をたどっています。 

 

 

＜表⑥ 義務的経費の内訳と増減の要因＞                   （単位：千円） 

区   分 予 算 額 
対前年度増減額 

（増減率） 
主な増減の要因 

人 件 費  ４，３７７，８０９ 
△３８，８５９ 

（△０．９％） 

会計年度任用職員に係る給料等

の減 

扶 助 費 １１，２８６，５７８ 
＋５９，９２７ 

（＋０．５％） 

障がい者関係給付費の増 

未移行幼稚園分施設等利用給付

費の減 

公 債 費 ２，８１２，４８５ 
△４２，０２８ 

（△１．５％） 
償還元金及び利子の減 

【合 計】 １８，４７６，８７２ 
△２０，９６０ 

（△０．１％） 
 

 

 

 

４ 歳出予算の主な内訳（性質別） 
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＜グラフ⑥ 義務的経費の推移（当初予算額）＞ 

【手入力】
合計部分
H30の99.8
R01の38.9

28.0 26.4 27.8 28.2 28.3 28.5 28.1 

86.1 97.2 99.7 99.8 102.8 112.3 112.9 

36.1 
37.6 37.8 39.1 38.9 

44.2 43.8 

0
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200

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

人件費

扶助費

公債費

（億円）

（年度）

165.3 167.1 170.0
185.0

150.2 161.2
184.8

 

（２）投資的経費（普通建設事業費、災害復旧費） 

 投資的経費は、３，３０６，０５４千円（対前年度△１，６５２，３７６千円、△３３．

３％）となり、２年ぶりに減となりました（グラフ⑦参照）。 

 これは、小学校施設整備事業及び欽修市営住宅をはじめとする市営住宅建替事業費の減

等が主な要因です（表⑦参照）。 

＜グラフ⑦ 投資的経費の推移（当初予算額）＞ 

 

 

 

 

 

 

＜表⑦ 本年度の主な普通建設事業＞ 

区  分 事 業 例 

老 朽 化 施 設 更 新 

大和市営住宅建替事業、中学校施設整備事業、欽修市営住宅建替事業、

温水プール改修事業、庁舎等維持補修、地区公民館等大規模改修事業、

文化財施設改修事業、小学校施設整備事業 

道路、交差点等改良 

西鉄春日原駅周辺整備事業、西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（県事

業負担金）、長浜太宰府線道路改良事業（県事業負担金）、那珂川宇美線

道路改良事業（県事業負担金） 

そ の 他 水城跡整備事業、上白水公園整備事業 

- 9 -



（３）その他の経費（物件費、補助費等、繰出金、その他※５） 

 その他の経費は、１２，６２０，８０９千円（対前年度＋３９９，８５８千円、＋３．

３％）となりました（表⑧及びグラフ⑧参照）。 

これは、土地緑地保全等基金をはじめとする積立金の増が主な要因です。 

＜表⑧ その他の経費の主な内訳と増減の要因＞                （単位：千円） 

区   分 予 算 額 
対前年度増減額 

（増減率） 
主な増減の要因 

物 件 費 ５，１２２，９１０ 
＋９７，９３７ 

（＋１．９％） 

かすがふるさと応援寄附金推進事業費の増 

小学校給食調理業務の増 

給食備品の減 

パソコン賃借料（小学校、中学校）の減 

補 助 費 等 ４，２１９，５３１ 
＋６１，１５９ 

（＋１．５％） 

社会福祉協議会助成金の増 

後期高齢者医療療養給付費負担金の増 

コミュニティバス運行補助金の増 

繰 出 金 ２，４９９，２４５ 
＋９９，６６１ 

（＋４．２％） 

介護保険事業特別会計繰出金の増 

国民健康保険事業特別会計繰出金の増 

後期高齢者医療事業特別会計繰出金の増 

そ の 他 ７７９，１２３ 
＋１４１，１０１ 

（＋２２．１％） 

都市緑地保全等基金積立金の増 

道路維持補修費の増 

※５ その他には、維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費が含まれます。 

＜グラフ⑧ その他の経費の項目別推移（当初予算額）＞ 
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◆ 一般会計当初歳出予算を目的別（歳出予算の款の区分ごと）に分類した場合、主なも

のの増減は、以下のとおりです（グラフ⑨参照）。 

＜グラフ⑨ 歳出予算（目的別）の推移（当初予算額）＞ 

 

５ 歳出予算の主な内訳（目的別） 

●民生費  １６，５６７，９３８千円 

 （増減額）         ＋３，３１３千円 

 （増減率）                ＋０．０％ 

 （主な増減の要因） 

  障害児通所給付事業費の増、児童センター管理費

の増、職員給与費等の増、国民健康保険事業特別

会計操出金の増、障がい者自立支援給付事業費の

増、幼児教育・保育無償化事業費の減 

●土木費   ３，２１７，４８７千円 

 （増減額）        △３１８，１８０千円 

 （増減率）                △９．０％ 

 （主な増減の要因） 

  欽修市営住宅建替事業費の減、若草市営住宅建替

事業費の皆減、西鉄春日原駅周辺整備事業費の

減、上白水公園整備事業費の増 

●衛生費   ２，５０７，０３５千円 

 （増減額）           ＋２５，７４１千円 

 （増減率）              ＋１．０％ 

 （主な増減の要因） 

  母子保健医療対策総合支援事業費の新規計上、塵

芥収集費の増、母子保健費の減 

●総務費   ３，３２８，８５８千円 
 （増減額）           ＋６，４３５千円 

 （増減率）                ＋０．２％ 

 （主な増減の要因） 

  職員給与費等の増、衆議院議員選挙費の増、かす

がふるさと応援寄附金推進事業費の増、庁舎等維

持補修費の減 

●教育費   ４，０９８，６２５千円 

 （増減額）         △９１５，１５３千円 

 （増減率）              △１８．３％ 

 （主な増減の要因） 

  小学校施設整備事業費（事務局）の減、須玖岡本

遺跡整備事業費の減、温水プール管理費の減、水

城跡整備事業費の増 

※ その他は、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、公債費、諸支出金及び予備費の

合計額となっています。 
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
市制５０周年記念事
業

令和4年4月1日に市制50周年の節目を迎え
るに当たり、令和3～4年度に市制50周年
記念式典をはじめとする各記念事業を実
施する。
令和3年度は、カウントダウンイベント及
び広報ＰＲ事業等の実施を予定してい
る。

13,785 13,785
78
79

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 市庁舎長寿命化事業

平成4年度に建築した市庁舎は、設備機器
の老朽化が進んでいる。計画的な修繕に
より長寿命化と機能保全を図るととも
に、修繕費用の平準化と縮減を図る。本
年度は、防水外壁改修工事、非常放送設
備改修工事及び防煙シャッター改修工事
を実施する。
○防水外壁改修概要

工事期間　R02～R03年度
全体事業費　215,820千円

○非常放送設備改修概要
工事期間　R03年度
全体事業費　18,564千円

○防煙シャッター改修概要
工事期間　R03年度
全体事業費　47,256千円

191,062 191,062 83

継
欽修市営住宅
建替事業

欽修市営住宅の計画的な建替えのため、
Ｆ棟建設工事及び外構工事を実施する。
○概要

H29～H30年度　Ｄ棟工事
R01～R02年度　Ｅ棟工事、外構工事
R03～R04年度　Ｆ棟工事、外構工事

○全体事業期間
H27～R04年度

190,469 126,848 63,400 221 207

継
大和市営住宅
建替事業

大和市営住宅の計画的な建替えのため、
Ｇ棟建設工事を実施する。
○概要

R01年度　 　　実施設計
R02～R03年度　建設工事

○全体事業期間
H29～R03年度

357,770 144,782 207,600 5,388
207
208

継
双葉市営住宅
建替事業

双葉市営住宅の計画的な建替えのため、
実施設計を行う。
○概要

R03年度　 　　実施設計
R04～R07年度　建設工事

○全体事業期間
R02～R07年度

23,975 15,370 7,600 1,005 208

継
上白水市営住宅
建替事業

上白水市営住宅の計画的な建替えのた
め、基本設計を行う。
○概要
　R03年度　 　基本設計
　R04年度　 　実施設計
　R05～R06年度　建設工事
○全体事業期間

R03～R06年度

6,003 2,700 3,300 3 208

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(2) 総務部 （単位：千円）

(1) 経営企画部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

６ 歳出予算の主な事業 

- 12 -



新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
生活困窮者自立支援
事業

生活困窮者自立支援法に基づき、生活保
護に至る前の段階での自立支援策の強化
を図るため、生活困窮者に対して、自立
支援相談事業、家計改善支援事業、住居
確保給付金事業及び子どもの学習・生活
支援事業を行う。

44,036 30,677 13,359
129
221

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
こども医療費
こども医療事務費

令和3年4月からの県の補助拡大に伴い、
現在小学生までの通院医療費の助成を中
学生まで対象を拡大する。
○令和3年3月分までの助成対象

[入院分]中学校3年生まで
[通院分]小学校6年生まで

○令和3年4月分からの助成対象
[入院分]中学校3年生まで
[通院分]中学校3年生まで

397,970 180,325 217,645
146
147

新
高齢者の保健事業と
介護予防の一体的な
実施事業

高齢者の心身に関する多様な課題に対応
するため、後期高齢者の保健事業につい
て、介護保険の地域支援事業や国民健康
保険の保険事業と一体的に実施する。

6,518 5,968 550
162
163

継
地域密着型施設等整
備事業

高齢者が住み慣れた地域で最期まで安心
して暮らし続けられる基盤整備のため、
事業者の施設整備に要する費用等を補助
する。
○ソフト分

・地域密着型特別養護老人ホーム（1ヵ
所）
○看取り環境整備推進事業分

・認知症高齢者グループホーム（1ヵ
所）

29,640 29,640 118

新

東地域包括支援セン
ター運営事業
【介護保険事業特別
会計】

高齢化の進展を見据え、高齢者の相談窓
口の更なる充実を図るため、既存の地域
包括支援センター（北地域包括支援セン
ター及び南地域包括支援センター）に加
えて、令和3年4月に「東地域包括支援セ
ンター」を設置し運営を開始する。

25,943 14,982 5,967 4,994 426

新
成年後見制度利用促
進事業

高齢者の権利擁護についての包括的な相
談対応や成年後見人の支援などの機能を
担保するための中核機関を、春日市社会
福祉協議会に委託し設置する。

8,619 300 8,319 117

継
温水プール大規模改
修事業

老朽化した温水プールの大規模改修工事
を実施する。
○事業期間

R02～R03年度
○事業概要

建具、内装、什器備品及びつり天井等
の改修

387,548 340,300 47,248 281

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(4) 健康推進部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

(3) 市民部 （単位：千円）
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
西野球場等スポーツ
施設整備事業

春日市西野球場と野球場に隣接する市有
地を一体とした、スポーツ施設等を整備
する。
○事業期間

R02～R09年度
○R03事業内容

測量及び設計業務

51,055 51,055 281

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
医療的ケア児等在宅
レスパイト事業

在宅の医療的ケア児等の看護や介護を行
う家族の負担軽減を図るため、医療的ケ
ア児等の看護に指定訪問看護ステーショ
ンを利用する家族に対し、その利用に係
る経費の助成を行う。 1,620 1,215 405 127

継 障害児通所給付事業

障がいのある児童や発達の遅れがある児
童が、必要な療育や生活能力向上のため
の訓練を受ける費用について給付を行
う。
○対前年度増減

＋112,414千円（＋16.1％）
※R02年度当初予算額　699,002千円

811,416 608,562 202,854 132

新 発達支援室事業

発達障がいの早期発見、相談、検査、経
過観察、所属機関支援及び保護者支援を
強化し、教育委員会と福祉支援部との緊
密な連携・協働体制を構築するため、令
和3年度から、子育て世代包括支援セン
ター内に「子ども発達支援室」を設置す
る。

27,917 9,163 426 18,328
143
144

新 産後ケア事業

出産後、育児や体調の不安や孤立感等が
ある産婦を対象として、産科や助産院で
の通所・宿泊による育児支援事業を実施
する。

4,400 1,807 785 1,808 158

新 産婦健康診査事業

産後うつの予防や新生児への虐待予防等
を図るため、産後２週間及び産後１か月
に受診する健康診査に係る費用を助成す
る。

9,000 4,500 4,500 158

継
児童センター管理事
業

光町、毛勝、白水児童センターに加え、
令和3年度から須玖児童センターを指定管
理により運営する。

100,219 11,564 88,655 145

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

(5) 福祉支援部 （単位：千円）

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
ふれあい文化セン
ター改修事業

老朽化が進んでいるふれあい文化セン
ター（平成7年竣工）について、計画に基
づき改修工事を行う。
○改修工事内容
・舞台音響設備改修
・防災設備改修（R03新規事業）
※R03年度当初予算では、舞台音響設備改
修業務、防災設備改修工事の設計監理費
を計上。

46,752 46,752 268

継 防犯灯設置補助事業

市内の防犯灯の設置・管理を行う市内各
地区自治会に対し、防犯灯の設置費、電
灯費及び管理費を補助する。設置費補助
の活用を通じてＬＥＤ化の推進も図る。
○防犯灯補助金
・管理費補助　500円/1灯
・電灯費補助　電灯費合計×1/2
○防犯灯補助金（設置費）
・設置費×2/3（補助率）

20,087 20,087 66

新
浸水ハザードマップ
改訂事業

直近の災害履歴に基づき、春日市浸水ハ
ザードマップを最新の情報に改訂し、全
戸配付を実施する。

6,391 6,391 213

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 バス停更新事業

経年劣化により老朽化したコミュニティ
バス「やよい」の旧型バス停を、新型バ
ス停に更新する。

13,338 13,338 204

継 上白水公園整備事業

既存の上白水公園は、民間地を借地し整
備を行い公園として供用している。借地
解消に向け用地を取得し、新たな上白水
公園の整備を行う。
○内容
・用地購入

286,899 200,000 86,899 198

継
道路ストック長寿命
化補修事業

○大型カルバート
法定点検期間の5年が経過するため、点検
及び修繕計画を策定する。計画をもとに
補修工事を行う。
○道路舗装
平成27年度に行った総点検から修繕計画
を策定し、順次補修工事を行う。

66,995 4,125 41,600 21,270 190

継
新南部工場関連周辺
環境整備事業

福岡都市圏南部工場の建設及び事業運営
に関連する工場周辺環境整備に伴う、第
1399号線道路新設のための擁壁工事を実
施する。

19,824 19,824 191

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

(7) 都市整備部 （単位：千円）

(6) 地域生活部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
財　源　内　訳
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 道路新設改良事業

交通環境を改善するため、第308号路線の
道路改良工事を行う。

24,108 24,108 191

継
那珂川宇美線整備事
業

県が実施する都市計画道路那珂川宇美線
の道路拡幅整備事業に対し、地元負担金
を支出する。
○内容
・下白水西工区　520m 121,500 105,260 16,240 200

継
長浜太宰府線整備事
業

県が実施する都市計画道路長浜太宰府線
整備事業に対し、地元負担金を支出す
る。また、未認可区間の道路用地先行取
得を行う。
○内容
・須玖北工区　　420m

180,737 162,299 18,438 200

継
長浜太宰府線市道付
替整備事業

県が実施する都市計画道路長浜太宰府線
整備事業に伴い、地域住民の生活利便性
を確保するため、市道付替整備を行う。
○内容
・本事業延長　89m
・用地買収面積　533㎡

33,282 33,282
200
201

継
西鉄春日原駅周辺整
備事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体
交差事業に連動し、春日原駅前広場及び
周辺道路を整備し、賑わいのある空間を
形成するための基盤づくりを推進する。
○内容
・建物解体監理業務委託
・境界復元業務委託
・地積測量図作成業務委託
・建物解体工事
・道路改良工事
・用地購入
・用地取得に伴う補償

145,212 71,412 50,619 23,181 201

継
西鉄天神大牟田線連
続立体交差事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体
交差事業に対し、地元負担金を支出す
る。
○内容
・事業延長（市内）564m
・土木工事
・高架構造物工事
・電力工事
・信号・通信工事　等

142,092 124,400 15,197 2,495 203

継 ため池防災減災事業

ため池の点検調査等によりため池の現状
を把握し、必要な防災減災事業を実施す
る。
○内容
・ため池劣化状況評価（白水池）
・ため池耐震調査（白水池）

33,500 15,250 18,250 181

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
財　源　内　訳
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 中学校施設整備事業

国の航空騒音防止対策事業を活用し、空
調設備整備工事を実施する。
○実施校
・春日北中学校

200,258 173,452 26,806 259

継
ＩＣＴ支援員等配置
事業

令和2年度に整備した小中学生1人1台のタ
ブレット型パソコンを効果的に活用した
授業実践等を支援するため、ＩＣＴ支援
員の配置及びＩＣＴヘルプデスクの設置
を行い、学校におけるＩＣＴ教育を推進
する。

36,552 36,552
230
250

継 水城跡整備事業

特別史跡水城跡（大土居・天神山）の保
存・活用に向けた整備を行うため、史跡
の公有地化を行う。
○購入物件　天神山地区4筆
○購入面積　1,257.54㎡ 267,619 214,021 53,598 271

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
市議会タブレット端
末配置事業

市議会の効率的・円滑な運営のため、タ
ブレット端末を導入する。

2,231 2,231 62

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
期日前投票所増設事
業

投票所の混雑緩和を図るとともに、投票
率の向上と有権者の利便性を高めるた
め、市庁舎外に期日前投票所を設置す
る。
○設置場所
　ふれあい文化センター

6,066 5,421 645
102
103
104

(8) 教育部 （単位：千円）

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

(9) 議会事務局 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

(10) 選挙管理委員会事務局 （単位：千円）

予 算 額
財　源　内　訳
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【主な新規事業一覧表】
予算額

（令和3年度） 国･県 市単独

1 経営企画課 市制５０周年記念事業 13,785 ○

2 経営企画課 公共建築物劣化調査事業 7,823 ○

3 総務課 ＡＩチャットボット運用事業 792 ○

4 総務課 番号連携サーバ更新事業 13,200 ○

5 納税課 オンライン口座照会事業 489 ○

6
国保医療課
健康スポーツ課 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業 6,518 ○

7 高齢課 東地域包括支援センター運営事業【介護保険事業特別会計】 25,943 ○

8 高齢課 成年後見制度利用促進事業 8,619 ○

9 福祉支援課 医療的ケア児等在宅レスパイト事業 1,620 ○

10 子育て支援課 発達支援室事業 27,917 ○

11 子育て支援課 産後ケア事業 4,400 ○

12 子育て支援課 産婦健康診査事業 9,000 ○

13 地域づくり課 地区公民館等木質化事業 5,500 ○

14 地域づくり課 ふれあい文化センター防災設備改修事業 8,252 ○

15 安全安心課 浸水ハザードマップ改訂事業 6,391 ○

16 学校教育課 水泳授業スポーツ施設プール活用事業 2,855 ○

17 議会事務局 市議会インターネット中継事業 74 ○

18 議会事務局 市議会タブレット端末配置事業 2,231 ○

19 選挙管理委員会事務局 期日前投票所増設事業 6,066 ○

【主な廃止事業一覧表】
予算額

（令和2年度） 国･県 市単独

1 健康スポーツ課 トップチーム育成補助金 2,500 ○

2 福祉支援課 障害児等タイムケア費支給事業 4,863 ○

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

番号 所　管 事　　業　　名
区　分

番号 所　管 事　　業　　名
区　分

 ７ 主な新規事業・廃止事業一覧表 
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※表内二段書きは、上段が取崩額、下段が積立額

2 年 度 末 ３ 年 度 末

現 在 高 当　初 補 正 額 補 正 額 補 正 額 補 正 額 取崩額 見 込 額

（決算見込み） 予算額 （6月補正） （9月補正） （12月補正） （3月補正） 積立額

0 0

2,000 2,000

0 0

1,000 1,000

1 1

1,000 1,000

0 0

4,000 4,000

33,070 33,070

34,071 34,071

205,000 205,000

144,247 144,247

100 100

1,000 1,000

6,391 6,391

1,000 1,000

0 0

1,000 1,000

43,900 43,900

2,000 2,000

8,882 8,882

8,882 8,882

0 0

864 864

取崩額　計 297,344 0 0 0 0 297,344

積立額　計 201,064 0 0 0 0 201,064

小　　計 13,647,069 △ 96,280 0 0 0 0 △ 96,280 13,550,789

21,154 21,154

1 1

1,750 1,750

617 617

取崩額　計 22,904 0 0 0 0 22,904

積立額　計 618 0 0 0 0 618

小　　計 1,105,943 △ 22,286 0 0 0 0 △ 22,286 1,083,657

14,753,012 △ 118,566 0 0 0 0 △ 118,566 14,634,446

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

取崩額　計 0 0 0 0 0 0

積立額　計 0 0 0 0 0 0

小　　計 16,000 0 0 0 0 0 0 16,000

320,248

201,682
14,650,446

消防施設整備基金 889 1,753

総　合　計 14,769,012 △ 118,566 0 0 0 0

福祉資金貸付基金 10,000 10,000

介護保険高額介護サービス費
支払資金貸付基金 2,000 2,000

合　　計

定
額
運
用
基
金

高額療養費支払
資金貸付基金 4,000 4,000

特
別
会
計

国民健康保険事業費納付
金等支払準備基金

215,885 194,732

介護給付費準備基金 890,058 888,925

森林環境譲与税基金 66 66

市営住宅整備基金 140,967 141,967

県施行都市計画道路
事業等整備基金

2,425,100 2,383,200

連続立体交差事業等
整備基金

1,137,100 1,138,000

市民防災対策活動等
支援基金

26,551 21,160

職員退職手当基金 501,585 502,586

都市緑地保全等基金 223,072 162,319

溜池保全基金 71,121 72,120

公共施設等整備基金 5,600,072 5,604,072

一
　
般
　
会
　
計

財政調整基金 2,812,866 2,814,866

衛生施設等整備基金 707,680 708,680

令和３年度　基金の積立状況 （当初予算）

（単位：千円）

区　　分

３ 年 度 
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（単位：千円）

消費税増税分 市税等

生 活 保 護 2,226,925 1,713,445 0 7,031 506,449 84,721 421,728

生活困窮者支援 40,021 28,670 0 0 11,351 1,899 9,452

児 童 福 祉 6,320,894 3,634,042 0 332,047 2,354,805 393,920 1,960,885

母 子 等 福 祉 129,856 261,940 0 127 △ 132,211 △ 22,117 △ 110,094

高 齢 者 福 祉 100,381 624 0 6,342 93,415 15,627 77,788

障 害 者 福 祉 3,214,556 2,207,954 0 6,184 1,000,418 167,354 833,064

12,032,633 7,846,675 0 351,731 3,834,227 641,404 3,192,823

国 民 健 康 保 険 775,476 453,562 0 0 321,914 53,851 268,063

介 護 保 険 1,035,238 109,099 0 0 926,139 154,928 771,211

年 金 4,980 4,980 0 0 0 0 0

1,815,694 567,641 0 0 1,248,053 208,779 1,039,274

高 齢 者 医 療 1,196,450 177,700 0 800 1,017,950 170,286 847,664

そ の 他 医 療 5,936 3,532 0 1,215 1,189 199 990

疾 病 予 防 対 策 394,320 23,759 0 0 370,561 61,989 308,572

健 康 増 進 対 策 297,815 10,785 0 24,711 262,319 43,882 218,437

1,894,521 215,776 0 26,726 1,652,019 276,356 1,375,663

15,742,848 8,630,092 0 378,457 6,734,299 1,126,539 5,607,760

54.8% 0.0% 2.4% 42.8% 7.2% 35.6%

15,734,572 8,608,695 0 373,441 6,752,436 951,042 5,801,394

54.7% 0.0% 2.4% 42.9% 6.0% 36.9%

社会保険

市債
事業名

小　計

予算額

消費税増税に伴う地方消費税交付金増収分（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障施策の状況（令和3年度当初予算）

財 源 の 構 成 比

国県支出金

合　　　　　　 計

その他

保健衛生

※　消費税増税に伴う地方消費税交付金の増収分は、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社会
　保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てるものとする。」旨地方税法に明記されています。

施策区分

小　計

社会福祉

財源の構成比

財源内訳

（参考）
令和2年度
当初予算

一般財源

合　　　　計

小　計
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